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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

      

 
(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２  売上高に消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

      

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第２四半期 
連結累計期間

第60期
第２四半期 
連結累計期間

第59期
第２四半期 
連結会計期間

第60期 
第２四半期 
連結会計期間

第59期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自 平成22年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自 平成21年
    ７月１日 
至  平成21年 
    ９月30日

自 平成22年 
    ７月１日 
至  平成22年 
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日 
至  平成22年 
    ３月31日

売上高 (千円) 59,330,317 61,504,310 30,433,123 32,050,770 118,070,205 

経常利益 (千円) 1,538,616 2,035,282 759,560 1,074,136 3,166,938 

四半期(当期)純利益 (千円) 772,236 277,506 386,225 496,753 1,425,557 

純資産額 (千円) ― ― 22,409,545 22,875,364 22,866,229 

総資産額 (千円) ― ― 51,548,915 53,837,779 51,138,911 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,244.78 1,270.68 1,270.17 

１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 42.90 15.41 21.45 27.59 79.19 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 43.5 42.5 44.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 2,975,132 3,564,110 ― ― 4,598,791 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △674,186 △2,419,190 ― ― △1,318,484

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △2,156,896 △721,508 ― ― △4,197,972

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) ― ― 5,670,938 5,032,634 4,609,222 

従業員数 (名) ― ― 1,315 1,363 1,285 
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(1) 事業内容の重要な変更 

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業について、重要な変

更はありません。 

      

(2) 主要な関係会社の異動 

当第２四半期連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。 

      

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

      

(1) 連結会社の状況 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員（当社グループから社外への出向者を除き、社外から当社グループへの出向者を含

む。）であります。 

２  「従業員数」欄の（外書）は、パートタイマーの当第２四半期連結会計期間平均雇用人員であり、パートタ

イマーの就業時間を正社員の就業時間で換算して人数を計算しております。 

３  セグメントの名称における「全社（共通）」は、当社グループ全体の経営管理を行う持株会社における就業

人員であります。 

      

(2) 提出会社の状況 

平成22年９月30日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２  「従業員数」欄の（外書）は、パートタイマーの当第２四半期会計期間平均雇用人員であり、パートタイマ

ーの就業時間を正社員の就業時間で換算して人数を計算しております。 

      

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(名)

スーパーマーケット 1,213  (3,478) 

その他 53  (   49) 

全社（共通） 97  (    5) 

合計 1,363  (3,532) 

従業員数(名) 97  (    5) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 販売実績 

 
(注) １  上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２  セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。 

３  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成

21年３月27日  企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会  平成20年３月21日  企業会計基準適用指針第20号）を適用しておりますが、前年同期比に

つきましては、前年同期と比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前年同期における事業の種類

別セグメント情報との比較数値を記載しております。 

４  主な商品別売上高の状況 

 
(注) 金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

     

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

前年同期比
（％）

金額（千円）

スーパーマーケット 31,978,487 105.1 

その他 636,893 103.7 

合計 32,615,381 105.1 

項目

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

金額（千円) 構成比（％) 金額（千円) 構成比（％)

スーパー 
マーケット

生鮮食品

青果 3,735,723 12.0 3,991,852 12.2 

精肉 3,244,142 10.4 3,336,463 10.2 

水産 2,906,675 9.4 2,932,013 9.0 

惣菜 2,971,572 9.6 3,114,631 9.6 

計 12,858,113 41.4 13,374,961 41.0 

一般食品

デイリー 5,471,960 17.6 5,911,126 18.1 

加工食品 8,703,720 28.1 9,248,362 28.4 

インストア 
ベーカリー 446,816 1.4 439,061 1.3 

計 14,622,497 47.1 15,598,550 47.8 

住居 1,577,020 5.1 1,557,037 4.8 

衣料品 64,660 0.2 64,284 0.2 

その他 7,055 0.0 11,921 0.0 

営業収入 1,272,954 4.1 1,358,082 4.2 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 13,648 0.1 13,649 0.0 

計 30,415,950 98.0 31,978,487 98.0 

その他

外部顧客に対する売上高 30,822 0.1 85,932 0.3 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 583,362 1.9 550,960 1.7 

計 614,185 2.0 636,893 2.0 

合計 31,030,135 100.0 32,615,381 100.0 
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(2) 仕入実績 

 
(注) １  上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２  セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。 

３  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成

21年３月27日  企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会  平成20年３月21日  企業会計基準適用指針第20号）を適用しておりますが、前年同期比に

つきましては、前年同期と比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前年同期における事業の種類

別セグメント情報との比較数値を記載しております。 

４  主な商品別仕入高の状況 

 
(注) 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

         

セグメントの名称

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

前年同期比
（％）

金額（千円）

スーパーマーケット 23,273,747 105.1 

その他 325,601 97.9 

合計 23,599,349 104.9 

項目

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

金額（千円) 構成比（％) 金額（千円) 構成比（％)

スーパー 
マーケット

生鮮食品

青果 2,947,207 13.1 3,272,882 13.9 

精肉 2,381,587 10.6 2,531,942 10.7 

水産 2,176,700 9.7 2,142,952 9.1 

惣菜 1,810,769 8.0 1,904,871 8.0 

計 9,316,264 41.4 9,852,648 41.7 

一般食品

デイリー 4,182,894 18.6 4,466,666 18.9 

加工食品 7,060,086 31.4 7,404,265 31.4 

インストア 
ベーカリー 221,050 1.0 215,911 0.9 

計 11,464,032 51.0 12,086,843 51.2 

住居 1,233,139 5.5 1,186,122 5.0 

衣料品 49,470 0.2 46,871 0.2 

その他 894 0.0 2,310 0.0 

リース原価 34,239 0.2 37,672 0.2 

セグメント間の 
内部仕入高又は振替高 56,120 0.2 61,278 0.3 

計 22,154,161 98.5 23,273,747 98.6 

その他

外部取引先からの仕入高 322,162 1.4 298,889 1.3 

セグメント間の 
内部仕入高又は振替高 10,269 0.1 26,712 0.1 

計 332,431 1.5 325,601 1.4 

合計 22,486,593 100.0 23,599,349 100.0 
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当第２四半期連結会計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

また、重要事象等は存在しておりません。 

     

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が決定又は締結した

新たな経営上の重要な契約等はありません。 

      

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の

連結子会社）が判断したものであります。 

なお、将来に関する事項につきましては、不確実性を有しており、将来生じる結果と異なる可能性があ

りますので、記載しております事項に対する判断は、以下記載事項及び本項目以外の記載内容も合わせて

慎重に行われる必要があります。 

また、本項目につきましては、当第２四半期連結累計期間の状況も一部含めて記載しております。 

加えて、第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会  平成21年３月27日  企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会  平成20年３月21日  企業会計基準適用指針第20号）を適用しております

が、前年同期比につきましては、前年同期と比較し実質的にセグメント区分の変更がないため、前年同期

における事業の種類別セグメント情報との比較数値を記載しております。 

      

(1) 経営成績 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部で明るい兆しが感じられるものの、全体の好

転には至らず、先行きに対する不安材料も多いことから、長引く低迷からの脱却に糸口がつかめない状

況が続いております。 

このような状況において、当第２四半期連結累計期間における当社グループの連結業績は、売上高が

615億４百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益が20億47百万円（前年同期比26.4％増）、経常利益が

20億35百万円（前年同期比32.3％増）、四半期純利益が２億77百万円（前年同期比64.1％減）となり、

１株当たり四半期純利益は15円41銭となりました。 

売上高、営業利益につきましては、以下に記載いたしますセグメント区分ごとの要因により変動して

おります。 

経常利益につきましては、営業利益の変動要因により増加しております。 

なお、四半期純利益の大幅な減少は、前四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準

等」が適用されることになったことに伴い、会計基準適用初年度の移行時差異を、特別損失に「資産除

去債務会計基準の適用に伴う影響額」として13億61百万円計上したことによるものであります。 

また、当第２四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、売上高が320億50百万円（前

年同期比5.3％増）、営業利益が10億85百万円（前年同期比34.1％増）、経常利益が10億74百万円（前

年同期比41.4％増）、四半期純利益が４億96百万円（前年同期比28.6％増）となり、１株当たり四半期

純利益は27円59銭となりました。 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。なお、各セグメントの業績値につきまして

は、セグメント間の内部取引高を含めて表示しております。 

          

① スーパーマーケット 

（全般） 

厳しい経済情勢が長期化している昨今、お客様の慎重な消費行動が続いており、業種の垣根を超え

た企業間競争も従来以上に激化の様相を呈しております。 

このような状況において、当社グループは、お客様にご支持をいただける強固で優良なリージョナ

ル・チェーンを形成するため、前連結会計年度に更新を行った長期経営計画「Advanced Regional 

Chain」及びこれに基づく中期経営計画の取り組みを、第１四半期連結会計期間より開始しておりま

す。 

（販売、商品政策） 

春先の天候不順から一転、当第２四半期連結会計期間は異常な猛暑となり、お客様の購買行動に

様々な影響が出ました。加えて、７月に競合他社６店舗の出店があり、当社グループの出店地域を取

り囲む状況も大きく変化いたしました。このような状況において、当社グループでは、お客様のご要

望にお応えするため、様々な施策を行ってまいりました。 

特に、前連結会計年度より強化しております週間単位の販売管理の取り組みや、実験店を開設して

取り組んだ「ニューコンセプト・パート２」に基づく商品政策の拡大と店舗改装を含めた既存フォー

マットへの展開は、着実に成果を上げてきております。この結果、激しい環境変化においても、お客

様のご支持を得ることができ、売上高や売上総利益の目標確保につながっております。 

また、当社グループの食品製造加工機能や出店地域での圧倒的な販売力を活かして、おいしく、し

かも、毎日低価格で販売できる商品を開発し、他社との差別化を図りました。 

猛暑の影響から特需となった商品に関しましては、当社グループの商品調達力を生かし、お客様に

ご迷惑をお掛けしないような集荷に努めました。 

一方で、当第２四半期連結会計期間につきましては、年間でも特に地域の行事が多いため、その需

要に合わせた各地域の品揃えやサービスにも努めました。 

（コスト・コントロール） 

前連結会計年度より特に注力しております経営資源の適正利用、使用量の削減につきましては、第

１四半期連結会計期間に引き続き、その成果が表れてきております。チラシ広告の実施方針見直し、

消耗品や什器関連に関する調達価格見直しと管理の徹底、作業割当の精度向上による人件費の適正化

等に一層の取り組みを行い、諸費用削減に努めております。 

しかしながら、猛暑の影響から、当第２四半期連結累計期間で水道光熱費が6.5％、修繕費が

17.9％ぞれぞれ前年同期に比べ増加いたしました。また、ガソリン価格の上昇影響で、配送費は

16.3％前年同期に比べ上昇いたしました。 

（出店・閉店等） 

出店につきましては、ナルス上越インター店（９月・新潟県上越市・売場面積2,111㎡）を新規出

店いたしました。 

退店につきましては、ナルス戸野目店（８月・新潟県上越市・売場面積1,574㎡）を退店いたしま

した。これは、近隣にナルス上越インター店を出店したことに伴うものであります。 

改装につきましては、第１四半期連結会計期間に原信岩上店（６月・新潟県柏崎市・売場面積

2,620㎡）を改装いたしました。 
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（業績） 

当第２四半期連結累計期間の営業状況を示すと以下のとおりであります。 

 
(注)１  店舗売上高及び客単価には、消費税等は含まれておりません。 

２  店舗数は、当第２四半期連結会計期間末現在の設置店舗数であります。 

３  既存店は、店舗開設より満13ヶ月以上を経過した店舗であります。 

４  買い上げ点数は、お客様一人当たりが一回のご来店でお買い上げになる商品数の平均値でありま

す。 

５  客単価は、お客様が一回のお買い物でお買い上げになった金額の平均値であります。 

６  前年同期比は、年間各月の比率の平均値であります。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間におけるスーパーマーケット事業の売上高は613億40百万

円（前年同期比3.6％増）、セグメント利益は20億15百万円（前年同期比19.2％増）となり増収増益

を確保することができました。 

また、当第２四半期連結会計期間におけるスーパーマーケット事業の売上高は319億78百万円（前

年同期比5.1％増）、セグメント利益は10億71百万円（前年同期比18.8％増）となりました。 

      

② その他 

（業績） 

当第２四半期連結累計期間におけるその他の事業の売上高は12億55百万円（前年同期比0.4％

減）、セグメント利益は79百万円（前年同期比108.6％増）となりました。 

売上高は前年同期に比べ若干減少いたしましたが、セグメント利益につきましては前年同期に比べ

増加いたしました。これは、主に、当社グループ外部への販売を強化したほか、内製化の推進や管理

コストの削減に努めたことによるものであります。 

また、当第２四半期連結会計期間におけるその他の事業の売上高は６億36百万円（前年同期比

3.7％増）、セグメント利益は44百万円（前年同期比108.0％増）となりました。 

    

(2) 財政状態 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ26億98百万円増加し538億

37百万円となりました。また、総負債は前連結会計年度末に比べ26億89百万円増加し309億62百万円、

純資産は前連結会計年度末に比べ９百万円増加し228億75百万円となりました。 

       

各項目別の内容を示すと、次のとおりであります。 

    

① 総資産 

流動資産は120億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ68百万円増加いたしました。これは主

に、現金及び預金が前連結会計年度末に比べ４億23百万円増加したことによるものであります。なお、

流動資産の構成比は前連結会計年度末に比べ1.1ポイント減少し22.4％となりました。 

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日)

前年同期比

店舗数 65店舗 １店舗増

店舗売上高 
全店 58,653百万円 103.5％

既存店 56,211百万円 100.3％

来店客数 
全店 3,330万人 103.2％

既存店 3,191万人 100.2％

買い上げ点数 全店 10.43点 99.7％

客単価 全店 1,761円 100.3％
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固定資産は417億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億30百万円増加いたしました。その内

容は次のとおりであり、この結果、固定資産の構成比は前連結会計年度末に比べ1.1ポイント増加し

77.6％となりました。 

有形固定資産は、298億90百万円となり前連結会計年度末に比べ25億17百万円増加いたしました。こ

れは主に、当連結会計年度中の新規出店ならびに改装店舗に係る設備投資と、第１四半期連結会計期間

から新たに適用された資産除去債務に関する会計基準等に基づき、期首時点で有形固定資産９億10百万

円を計上したことによるものであります。 

無形固定資産は、19億11百万円となり前連結会計年度末に比べ２億86百万円減少いたしました。これ

は主に、リース資産とのれんの償却によるものであります。 

投資その他の資産は、99億57百万円となり前連結会計年度末に比べ３億98百万円増加いたしました。

これは主に、資産除去債務に関する会計基準が第１四半期連結会計期間から新たに適用されたことに伴

う繰延税金資産の増加によるものであります。 

この結果、総資産回転率（年間換算値）は2.3回となり、前年同期と同様の結果になりました。 

    

② 総負債 

流動負債は171億97百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億60百万円増加いたしました。これは

主に、買掛金が７億53百万円、短期有利子負債が５億94百万円前連結会計年度末に比べそれぞれ増加し

たことによるものであります。この結果、流動負債の構成比は前連結会計年度末に比べ0.9ポイント増

加し31.9％となりました。 

固定負債は137億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億28百万円増加いたしました。これは

主に、第１四半期連結会計期間から新たに適用された資産除去債務に関する会計基準に基づき、期首時

点で資産除去債務22億71百万円を計上したことによるものであります。この結果、固定負債の構成比は

前連結会計年度末に比べ1.3ポイント増加し25.6％となりました。 

    

③ 純資産 

株主資本は225億73百万円となり、前連結会計年度末に比べ25百万円増加いたしました。増加幅が少

ないのは、主に、第１四半期連結会計期間から新たに適用された資産除去債務に関する会計基準等に基

づき、特別損失に資産除去債務会計基準適用に伴う影響額13億61百万円を計上したことから、四半期純

利益が２億77百万円になったこと及び、前連結会計年度に係る期末配当２億52百万円を実施したことに

よるものであります。 

評価・換算差額等は３億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ16百万円減少いたしました。これ

は、投資有価証券の時価変動により、その他有価証券評価差額金が16百万円減少したことによるもので

あります。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ2.2ポイント減少し42.5％となり、１株当たり

純資産は前連結会計年度末に比べ51銭増加し、1,270円68銭となりました。 

    

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）

は、前連結会計年度末に比べ４億23百万円増加し、50億32百万円となりました。 

    

各キャッシュ・フローの状況を示すと、次のとおりであります。 
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① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は35億64百万円となり、前年同期に比べ５億88百万円増加（前年同期比

19.8％増）いたしました。 

これは主に、経常利益が増加したことによるものであります。 

     

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は24億19百万円となり、前年同期に比べ17億45百万円増加（前年同期比

258.8％増）いたしました。 

これは主に、今後の出店予定を含む新規出店店舗や改装店舗への設備投資により、有形固定資産の取

得による支出が前年同期に比べ19億46百万円増加（前年同期比281.7％増）したことによるものであり

ます。 

    

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は７億21百万円となり、前年同期に比べ14億35百万円減少（前年同期比

66.5％減）いたしました。 

これは主に、前年同期が一部社債の償還期に該当したことによるものであります。 

    

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の事業上及び財務

上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

    

(5) 研究開発活動 

当社グループの主要な事業はスーパーマーケット事業であり、重要な研究開発活動は行っていないた

め、特記すべき事項はありません。 

    

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の経営成績に重要

な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しに重要な変更及び新たに生じた事項はありません。 

    

(7) 経営者の問題認識と今後の方針 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）の経営者の問題認

識と今後の方針に重要な変更及び新たに生じた事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(1) 重要な設備計画の完了 

① 重要な設備の新設等 

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備の新設等に関する計画のうち、当第２四半期連結会

計期間において完了したものは、次のとおりであります。 

     

 
(注)１  上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２  投資金額は有形固定資産及び無形固定資産の取得価額の総額で示しており、当該設備の完成後、当第２四半

期連結会計期間に取得した資産を含んでおります。 

    

② 重要な設備の除却等 

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備の除却等に関する計画のうち、当第２四半期連結会

計期間において完了したものはありません。 

    

(2) 重要な設備計画の変更 

① 重要な設備の新設等 

第１四半期連結会計期間末に計画していた設備の新設等に関する計画のうち、当第２四半期連結会

計期間において変更した計画及び当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した設備の新設等

に関する計画はありません。 

       

② 重要な設備の除却等 

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した設備の除却等に関する計画及び第１四半期連

結会計期間末に計画していた設備の除却等に関する計画のうち、当第２四半期連結会計期間において

変更した計画はありません。 

      

１ 【主要な設備の状況】

２ 【設備の新設、除却等の計画】

会社名
事業所名 

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

投資金額 

(千円)
完了年月

完成後の 

増加能力

(株)ナルス 
ナルス 上越インター店 

（新潟県上越市） 
スーパーマーケット 店舗新設 554,024 平成22年９月

年間売上予定額 

1,600,000千円 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

     

 
     

② 【発行済株式】 

     

 
     

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

       

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

     

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

     

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

     

 
     

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 

種類
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日
現在発行数(株) 

(平成22年11月11日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 18,014,239 18,014,239 
東京証券取引所
（市場第一部） 

１単元の株式数 100株

計 18,014,239 18,014,239 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
   

(千円)

資本金残高
   

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ─ 18,014,239 ─ 3,159,712 ─ 4,617,827 
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(6) 【大株主の状況】 

  平成22年９月30日現在 

 
(注) １  所有株式数の千株未満は、切り捨てて表示しております。 

２  発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

       

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

原  和彦 新潟県長岡市 1,247 6.92 

原  信博 新潟県長岡市 842 4.67 

株式会社第四銀行 
（常任代理人  日本マスター 
  トラスト信託銀行株式会社） 

新潟県新潟市中央区東掘前通７番町1071番地１
（東京都港区浜松町２丁目11－３） 
  

835 4.63 

原信ナルスグループ従業員持株会 新潟県長岡市中興野18－２ 697 3.87 

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10－17 540 3.00 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 398 2.21 

あいおい損害保険株式会社 
（常人代理人  日本マスター 
  トラスト信託銀行株式会社） 

東京都渋谷区恵比寿１－28－１
（東京都港区浜松町２丁目11－３） 
    

368 2.04 

原  正樹 東京都調布市 368 2.04 

原  セツ 新潟県長岡市 320 1.78 

ホクト株式会社 長野県長野市大字南堀138番地１ 301 1.67 

計 ― 5,921 32.87 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

  平成22年９月30日現在 

 
(注) １  「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれておりま

す。なお、「議決権の数」欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含ま

れております。 

 ２  「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式７株が含まれております。 

     

② 【自己株式等】 

  平成22年９月30日現在 

 
(注)  発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。 

    

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

     

 
(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

     

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

      

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式 (自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式 (その他) ─ ─ ─

完全議決権株式 (自己株式等) 
（自己保有株式）
  普通株式       11,800 

― ─

完全議決権株式 (その他)   普通株式   17,981,000 179,810 ─

単元未満株式   普通株式       21,439 ― ─

発行済株式総数             18,014,239 ― ―

総株主の議決権 ― 179,810 ―

所有者の 
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有株 
式数の割合(％)

（自己保有株式） 
原信ナルスホールディングス 
株式会社 

 
新潟県長岡市 
中興野18番地２ 

11,800 ─ 11,800 0.06 

計 ― 11,800 ─ 11,800 0.06 

２ 【株価の推移】

月別
平成22年
４月

   
５月

   
６月

   
７月

   
８月

   
９月

最高 (円) 1,100 1,062 1,050 1,045 1,050 1,094 

最低 (円) 1,060 942 951 971 971 1,000 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30

日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,034,655 4,611,239

売掛金 383,981 386,667

リース投資資産 1,489,029 1,495,598

有価証券 5,892 5,892

商品及び製品 2,367,958 2,358,681

仕掛品 7,820 3,381

原材料及び貯蔵品 93,741 94,572

未収還付法人税等 62,161 116,044

繰延税金資産 540,884 635,996

その他 2,095,778 2,304,088

貸倒引当金 △3,483 △2,588

流動資産合計 12,078,422 12,009,575

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,270,000 10,335,403

機械装置及び運搬具（純額） 615,757 625,060

土地 13,131,681 12,082,682

リース資産（純額） 2,526,389 2,741,692

建設仮勘定 1,036,820 184,115

その他（純額） 1,310,143 1,404,116

有形固定資産合計 ※１  29,890,791 ※１  27,373,070

無形固定資産   

のれん 222,094 389,883

リース資産 424,828 540,436

その他 1,264,517 1,267,542

無形固定資産合計 1,911,439 2,197,862

投資その他の資産   

投資有価証券 1,570,517 1,604,758

長期貸付金 850,945 854,437

繰延税金資産 1,381,467 749,552

敷金及び保証金 5,098,631 5,217,097

その他 1,055,563 1,132,632

貸倒引当金 － △75

投資その他の資産合計 9,957,125 9,558,402

固定資産合計 41,759,357 39,129,335

資産合計 53,837,779 51,138,911
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 8,176,546 7,423,005

1年内償還予定の社債 － 315,000

1年内返済予定の長期借入金 4,247,586 3,296,320

リース債務 682,203 723,876

未払法人税等 937,665 858,454

ポイント引当金 7,543 8,013

役員賞与引当金 28,930 81,331

賞与引当金 654,058 652,515

その他 2,462,871 2,477,899

流動負債合計 17,197,404 15,836,417

固定負債   

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 4,463,333 5,198,240

リース債務 2,822,410 3,142,480

資産除去債務 2,316,300 －

長期預り保証金 2,608,657 2,538,200

その他 554,308 557,343

固定負債合計 13,765,009 12,436,264

負債合計 30,962,414 28,272,681

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,159,712 3,159,712

資本剰余金 6,405,858 6,405,858

利益剰余金 13,018,689 12,993,218

自己株式 △11,071 △10,951

株主資本合計 22,573,189 22,547,838

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 302,175 318,391

評価・換算差額等合計 302,175 318,391

純資産合計 22,875,364 22,866,229

負債純資産合計 53,837,779 51,138,911
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 59,330,317 61,504,310

売上原価 43,691,876 45,207,338

売上総利益 15,638,441 16,296,972

販売費及び一般管理費   

ポイント引当金繰入額 8,543 7,543

従業員給料 2,228,878 2,270,222

雑給 3,749,058 3,902,491

役員賞与引当金繰入額 35,480 28,930

賞与 181,567 150,246

賞与引当金繰入額 689,153 626,180

賃借料 45,090 36,481

地代家賃 1,252,413 1,248,500

減価償却費 1,147,284 1,126,404

のれん償却額 167,789 167,789

貸倒引当金繰入額 75 1,923

その他 4,513,168 4,682,764

販売費及び一般管理費合計 14,018,503 14,249,477

営業利益 1,619,938 2,047,494

営業外収益   

受取利息 34,079 28,743

受取配当金 16,684 31,909

保険差益 － 9,463

その他 45,256 23,460

営業外収益合計 96,021 93,575

営業外費用   

支払利息 121,562 94,692

その他 55,781 11,095

営業外費用合計 177,343 105,787

経常利益 1,538,616 2,035,282
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

特別利益   

固定資産売却益 2,780 －

投資有価証券売却益 24 －

特別利益合計 2,804 －

特別損失   

固定資産売却損 126 －

固定資産除却損 1,548 44,232

固定資産処分損 7,004 －

投資有価証券売却損 22 －

投資有価証券評価損 － 8,491

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,361,180

特別損失合計 8,701 1,413,904

税金等調整前四半期純利益 1,532,719 621,378

法人税、住民税及び事業税 759,935 869,741

法人税等調整額 547 △525,870

法人税等合計 760,482 343,871

少数株主損益調整前四半期純利益 － 277,506

四半期純利益 772,236 277,506
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 30,433,123 32,050,770

売上原価 22,442,303 23,634,828

売上総利益 7,990,820 8,415,942

販売費及び一般管理費   

ポイント引当金繰入額 8,543 7,543

従業員給料 1,127,176 1,150,936

雑給 1,910,087 2,005,023

役員賞与引当金繰入額 17,740 14,465

賞与引当金繰入額 455,547 407,182

賃借料 29,451 19,634

地代家賃 620,600 626,492

減価償却費 580,246 571,017

のれん償却額 83,894 83,894

その他 2,347,771 2,444,178

販売費及び一般管理費合計 7,181,058 7,330,369

営業利益 809,761 1,085,573

営業外収益   

受取利息 19,033 14,559

受取配当金 2,077 3,964

保険差益 － 9,463

その他 28,094 9,012

営業外収益合計 49,205 36,999

営業外費用   

支払利息 59,971 45,573

その他 39,434 2,862

営業外費用合計 99,405 48,436

経常利益 759,560 1,074,136

特別利益   

固定資産売却益 625 －

特別利益合計 625 －

特別損失   

固定資産除却損 94 24,011

固定資産処分損 4,750 －

投資有価証券評価損 － 8,491

特別損失合計 4,844 32,502

税金等調整前四半期純利益 755,342 1,041,634

法人税、住民税及び事業税 257,645 373,189

法人税等調整額 111,471 171,691

法人税等合計 369,116 544,880

少数株主損益調整前四半期純利益 － 496,753

四半期純利益 386,225 496,753
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,532,719 621,378

減価償却費 1,165,478 1,142,702

のれん償却額 167,789 167,789

貸倒引当金の増減額（△は減少） △107 819

ポイント引当金の増減額（△は減少） △558 △470

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △31,580 △52,401

賞与引当金の増減額（△は減少） 82,283 1,542

受取利息及び受取配当金 △50,764 △60,652

支払利息 121,562 94,692

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △2 8,491

固定資産売却損益（△は益） △2,653 －

固定資産除却損 1,548 44,232

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,361,180

売上債権の増減額（△は増加） 4,654 6,796

たな卸資産の増減額（△は増加） △177,557 △12,885

仕入債務の増減額（△は減少） 689,736 753,540

未払又は未収消費税等の増減額 118,769 △40,280

リース投資資産の増減額（△は増加） △218,144 6,568

その他 279,755 280,913

小計 3,682,930 4,323,958

利息及び配当金の受取額 28,818 34,292

利息の支払額 △117,203 △76,756

法人税等の支払額 △619,412 △717,383

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,975,132 3,564,110

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △5 △3

有価証券の取得による支出 △399 △399

有価証券の売却による収入 398 399

有形固定資産の取得による支出 △691,008 △2,637,374

有形固定資産の売却による収入 52,385 71,065

無形固定資産の取得による支出 △18,594 △12,796

無形固定資産の売却による収入 18,948 －

投資有価証券の売却による収入 315 －

貸付けによる支出 △221,088 △9,090

貸付金の回収による収入 220,240 24,097

その他 △35,377 144,912

投資活動によるキャッシュ・フロー △674,186 △2,419,190
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △620,000 －

長期借入れによる収入 1,620,000 2,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,536,580 △1,783,640

社債の発行による収入 1,000,000 －

社債の償還による支出 △1,050,000 △315,000

リース債務の返済による支出 △354,026 △370,970

自己株式の処分による収入 16 －

自己株式の取得による支出 △85 △119

配当金の支払額 △216,220 △251,779

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,156,896 △721,508

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 144,050 423,411

現金及び現金同等物の期首残高 5,526,887 4,609,222

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  5,670,938 ※１  5,032,634
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【継続企業の前提に関する事項】 

    
当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

    

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

    

 
     

【表示方法の変更】 

    

       

 
      

【簡便な会計処理】 

    
当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

      

 
当第２四半期連結累計期間
 (自  平成22年４月１日   
 至  平成22年９月30日)

１  連結の範囲に関する事項

の変更 

該当事項はありません。 

        
２  持分法の適用に関する事

項の変更 

該当事項はありません。 

   
３  連結子会社の事業年度等

に関する事項の変更 

該当事項はありません。 

     
４  開示対象特別目的会社に

関する事項の変更等 

該当事項はありません。 

５  会計処理基準に関する事

項の変更 

（資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準委員会  平成20年３月31日  企業会計基準第18号）及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会  平成20年３月31日  企

業会計基準適用指針第21号）を適用しております。 

  この変更により、従来と同様の方法によった場合に比べ、当第２四半期連結

累計期間の営業利益は64,855千円、経常利益は68,998千円それぞれ減少し、税

金等調整前四半期純利益は1,430,179千円減少しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は2,271,341千円であります。 
         
６  四半期連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲の変更 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間
 (自  平成22年４月１日   
 至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成20年12月26

日  企業会計基準第22号）に基づき公布された、「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年

３月24日  内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
 (自  平成22年７月１日   
 至  平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係） 

  第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成20年12月26

日  企業会計基準第22号）に基づき公布された、「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年

３月24日  内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

     
当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

      

【会社等の財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況等に関する事項で、当該企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】 

       
当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

     

【追加情報】 

     
当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

       

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

      

 
       

(四半期連結損益計算書関係) 

      
第２四半期連結累計期間 

       

 
       

第２四半期連結会計期間 

     

 
      

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 23,664,699千円 22,006,312千円

  ２  偶発債務 

(1) 連結子会社以外の会社の金融機関借入金

に対して、債務保証をおこなっておりま

す。 

 
 

        (株)エヌ・シィ・ティ 

        上越バイオマス循環事業協同組合 

                      計 

170,800千円

1,266千円

172,066千円

193,600千円

2,022千円

195,622千円

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日)

      ──────── ────────

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

      ──────── ────────
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

      

 
       

(株主資本等関係) 

      

 
       

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半

期連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 （平成21年９月30日） （平成22年９月30日） 

現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 

現金及び現金同等物 

5,672,955千円

△2,017千円

5,670,938千円

5,034,655千円

△2,020千円

5,032,634千円

項目

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日) 

及び 
当第２四半期連結累計期間 
 (自  平成22年４月１日   
 至  平成22年９月30日)

  １  発行済株式に関する事項 （平成22年９月30日） 

    株式の種類 普通株式 

    総数 18,014,239株 
     

  ２  自己株式に関する事項 （平成22年９月30日）

    株式の種類 普通株式 

    総数 11,807株 
        
  ３  新株予約権及び自己新株予約権に関する 

      事項 

（平成22年９月30日）

────────
      
  ４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

      決議 平成22年６月24日 

定時株主総会 

      株式の種類 普通株式 

      配当の原資 利益剰余金 

      配当金の総額 252,035千円 

      １株当たり配当額 14.00円 

      基準日 平成22年３月31日 

      効力発生日 平成22年６月25日 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属

する配当のうち、配当の効力発生日が当

第２四半期連結会計期間の末日後となる

もの 

      決議 平成22年11月９日 

取締役会 

      株式の種類 普通株式 

      配当の原資 利益剰余金 

      配当金の総額 180,024千円 

      １株当たり配当額 10.00円 

      基準日 平成22年９月30日 

      効力発生日 平成22年12月13日 
      

  ５  株主資本の金額の著しい変動に関する事項 ────────
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(セグメント情報等) 

      
【事業の種類別セグメント情報】 

      
前第２四半期連結会計期間 (自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

      

 
(注)１  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２  各区分の主な商品等 

  (1) スーパーマーケット事業・・・・・・食料品、日用品家庭雑貨、実用衣料品 

  (2) その他の事業・・・・・・・・・・・情報処理、資産賃貸、清掃 

     

前第２四半期連結累計期間 (自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

      

 
(注)１  事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２  各区分の主な商品等 

  (1) スーパーマーケット事業・・・・・・食料品、日用品家庭雑貨、実用衣料品 

  (2) その他の事業・・・・・・・・・・・情報処理、資産賃貸、清掃 

     

【所在地別セグメント情報】 

      
前第２四半期連結会計期間 (自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

前第２四半期連結累計期間 (自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

在外支店及び在外連結子会社がないため、該当事項はありません。 

     

【海外売上高】 

      
前第２四半期連結会計期間 (自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前第２四半期連結累計期間 (自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

         

 
スーパー
マーケット 

事業

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

    売上高   

  (1) 外部顧客に対する売上高 30,402,301 30,822 30,433,123 ─ 30,433,123 

  (2) セグメント間の内部売上高又は振替高 13,648 583,362 597,011 (597,011) ─

計 30,415,950 614,185 31,030,135 (597,011) 30,433,123 

    営業利益 902,039 21,418 923,458 (113,697) 809,761 

 
スーパー
マーケット 

事業

その他の
事業

計
消去 

又は全社
連結

 (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

    売上高   

  (1) 外部顧客に対する売上高 59,199,552 130,765 59,330,317 ─ 59,330,317 

  (2) セグメント間の内部売上高又は振替高 26,670 1,130,447 1,157,118 (1,157,118) ─

計 59,226,223 1,261,212 60,487,436 (1,157,118) 59,330,317 

    営業利益 1,690,646 38,170 1,728,817 (108,878) 1,619,938 
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【セグメント情報】 

    
（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員

会  平成21年３月27日  企業会計基準第17号）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会  平成20年３月21日  企業会計基準適用指針第20号）を適用しておりま

す。 

     

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社は、主に、製品・サービス別の事業会社を置き、各事業会社は、取り扱う製品・サービスについ

て包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。なお、事業活動は国内においてのみ行ってお

ります。 

したがって、当社は事業会社を基礎とした製品・サービス別の事業セグメントから構成されており、

「スーパーマーケット」を報告セグメントとしております。 

「スーパーマーケット」は、食料品の販売を主体としたスーパーマーケット業態のチェーンストアを

事業展開しております。 

    

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間 (自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、資産賃貸事業、清

掃事業等を含んでおります。 

          

当第２四半期連結会計期間 (自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報処理事業、資産賃貸事業、清

掃事業等を含んでおります。 

          

 報告セグメント
その他 計

 
スーパー
マーケット

合計

 (千円) (千円) (千円) (千円)

  売上高   

    外部顧客に対する売上高 61,313,694 61,313,694 190,616 61,504,310 

    セグメント間の内部売上高又は振替高 26,765 26,765 1,065,232 1,091,997 

計 61,340,459 61,340,459 1,255,848 62,596,308 

  セグメント利益 2,015,988 2,015,988 79,640 2,095,629 

 報告セグメント
その他 計

 
スーパー
マーケット

合計

 (千円) (千円) (千円) (千円)

  売上高   

    外部顧客に対する売上高 31,964,838 31,964,838 85,932 32,050,770 

    セグメント間の内部売上高又は振替高 13,649 13,649 550,960 564,610 

計 31,978,487 31,978,487 636,893 32,615,381 

  セグメント利益 1,071,292 1,071,292 44,556 1,115,848 
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

当第２四半期連結累計期間 (自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

          

当第２四半期連結会計期間 (自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

 
(注)  全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

     

４  報告セグメントの変更等に関する事項 

当第２四半期連結累計期間 (自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

         

５  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

当第２四半期連結会計期間 (自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

      

(金融商品関係) 

        
当第２四半期連結会計期間末 (平成22年９月30日) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められるものはありません。 

       

(有価証券関係) 

      
当第２四半期連結会計期間末 (平成22年９月30日) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められるものはありません。 

      

(デリバティブ取引関係) 

       
当第２四半期連結会計期間末 (平成22年９月30日) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められるものはありません。 

利益 金額（千円）

報告セグメント計 2,015,988 

「その他」の区分の利益 79,640 

セグメント間取引消去 543,245 

全社費用 (注) △591,379

四半期連結損益計算書の営業利益 2,047,494 

利益 金額（千円）

報告セグメント計 1,071,292 

「その他」の区分の利益 44,556 

セグメント間取引消去 265,510 

全社費用 (注) △295,786

四半期連結損益計算書の営業利益 1,085,573 
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(ストック・オプション等関係) 

     
当第２四半期連結会計期間 (自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

ストック・オプション若しくは自社株式オプションを付与又は自社の株式を交付していないため、

該当事項はありません。 

     

(企業結合等関係) 

      
当第２四半期連結会計期間 (自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

該当事項はありません。 

    

(資産除去債務関係) 

      
当第２四半期連結会計期間末 (平成22年９月30日) 

企業集団の事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変

動が認められるものはありません。 

(注) 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成20年３月

31日  企業会計基準第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 

 平成20年３月31日  企業会計基準適用指針第21号）を適用しているため、第１四半期連結会計期間の期

首における残高を前連結会計年度の末日における残高としております。 

     

(賃貸等不動産関係) 

      
当第２四半期連結会計期間末 (平成22年９月30日) 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められません。 

      

(１株当たり情報) 
      
１  １株当たり純資産額 

      

 
(注)  算定上の基礎 

 
         

項目
当第２四半期連結会計期間末

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,270円68銭 1,270円17銭

項目
当第２四半期
連結会計期間末

前連結会計年度末

(平成22年９月30日) (平成22年３月31日)

  四半期連結貸借対照表又は 
  連結貸借対照表の純資産の部の合計額 

(千円) 22,875,364 22,866,229 

  普通株式に係る純資産額 (千円) 22,875,364 22,866,229 

  差額の主な内訳 (千円) ─ ─

  普通株式の発行済株式数 (株) 18,014,239 18,014,239 

  普通株式の自己株式数 (株) 11,807 11,691 

  １株当たり純資産額の算定に用いられた
  普通株式の数 

(株) 18,002,432 18,002,548 
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２  １株当たり四半期純利益金額等 

当第２四半期連結累計期間 
      

 
(注)  算定上の基礎 

 
     

当第２四半期連結会計期間 
      

 
(注)  算定上の基礎 

 
      

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 42円90銭 15円41銭

   

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 

潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。 

潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日 
  至  平成22年９月30日)

  四半期連結損益計算書の四半期純利益 (千円) 772,236 277,506 

  普通株式に係る四半期純利益 (千円) 772,236 277,506 

  普通株主に帰属しない金額の主な内訳 (千円) ─ ─

  普通株式の期中平均株式数 (株) 18,002,817 18,002,480 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 21円45銭 27円59銭

   

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益 

潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。 

潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日 
  至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日 
  至  平成22年９月30日)

  四半期連結損益計算書の四半期純利益 (千円) 386,225 496,753 

  普通株式に係る四半期純利益 (千円) 386,225 496,753 

  普通株主に帰属しない金額の主な内訳 (千円) ─ ─

  普通株式の期中平均株式数 (株) 18,002,808 18,002,449 
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(重要な後発事象) 

     

 

       

        

(中間配当) 

第60期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）の中間配当については、平成22年11月９日開

催の取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり行う

ことを決議いたしました。 

①  中間配当金の総額                               180,024,320円 

②  １株あたりの金額                                    10円00銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日        平成22年12月13日 

          

当第２四半期連結会計期間
 (自  平成22年７月１日   
 至  平成22年９月30日)

（自己株式の取得に係る事項の決定） 

  当社は、平成22年11月９日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について、以下のとおり決議いたしました。 

１  自己株式の取得を行う理由    資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本 

                                政策を遂行するため。 

２  取得対象株式の種類          当社普通株式 

３  取得し得る株式の総数        50万株（上限） 

４  株式の取得価額の総額        ６億円（上限） 

５  取得期間                    平成22年11月10日から平成23年３月31日まで 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成21年11月６日

   

 
     
 

     
 

     
 

       

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている原

信ナルスホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、原信ナルスホールディングス株式会社及び

連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

       

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

      

以  上

       

 
           

独立監査人の四半期レビュー報告書

原信ナルスホールディングス株式会社 

  取  締  役  会  御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    渡    辺    国    夫    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    白    井          正    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



     

     

平成22年11月９日

   

 
     
 

     
 

     
 

     

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている原

信ナルスホールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四

半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、原信ナルスホールディングス株式会社及び

連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四

半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

       

追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、第１

四半期連結会計期間から「資産除去債務に関する会計基準」を適用している。 

       

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

       

以  上

       

 
         

独立監査人の四半期レビュー報告書

原信ナルスホールディングス株式会社 

  取  締  役  会  御中 

有限責任監査法人トーマツ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    石    橋    和    男    印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    白    井          正    印 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月11日 

【会社名】 原信ナルスホールディングス株式会社 

【英訳名】 HARASHIN NARUS Holdings Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    原      和  彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 新潟県長岡市中興野18番地２ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



当社代表取締役社長原和彦は、当社の第60期第２四半期(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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